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放置自転車等対策推進税」課税概要 
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放置自転車等対策を推進するための費用 	 , 

・放置自転車等の撤去、保管、返還、処分、保管所整備等経費
自転車駐車場等の維持管理経費及び整備経費、放置抑制啓発経費 等 

‘に、 
、11 

‘ 	 戸 	、 

課 税 標 準 
［第4条］ 

区内に所在する鉄道駅における前年度の乗車人員 

・『乗車人員』→区内鉄道駅から乗車した人員で、自社線の乗継ぎ及び連絡乗車券に
よる他社線からの乗換えをする者を除いた人員・・・［第 2条第2号］に定義 

(6) 蟹者務者 

鉄道事業者 

・鉄道事業法に規定する鉄道事業者で、区内において旅客運送事業を行う者ー・［第2条
第1号」に定義 

(7） 恕5条］率 

乗車人員千人にョき740円（一人にっき0. 74円） 
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次に掲げる納税者に対して、放置自転車等対策への寄与により減免 

9区内鉄道駅周辺において、区内に自転車駐車場を自ら設置・運営している者 
0自転車駐車場等の用地を区に無償提供している者 
〇区の放置自転車等対策に対して特別に寄与していると区長が認める者 
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(11) ［瓢裏 jw ］間 

条例施行後 5 年ごとに見直し 

・条例の施行後 5年ごとに、条例の施行状況、放置自転車等対策の推進状況等を勘案の
うえ検討し‘その結果に基づき廃止を含めた必要な措置を講ずるものとした。 



「放置自転車等対策推進税」ー法定外税検討会議報告書の概要― 

【報告書の概要】 

1．課税の前提

① 今後 3-..--5年の放置自転車対策として、具体的な方策やかかる費用を区民に示すこと。 

②放置者等の自転車利用者の費用負担が、撤去・保管費用や自転車駐車場の維持管理費の 

2分の1前後の額になるように撤去手数料等を改定すること 

2・課税の根拠 

①放置者、自転車駐車場利用者の約70パーセントは鉄道利用者であるから、放置自転車

対策に要する費用を、自転車利用者と区民と鉄道事業者で分担することは社会的にみて 

谷理的である。 

② 改正自転車法第5条第2項では、自転車駐車場の設置を含めた放置自転車対策について、 

鉄道事業者にも社会的責務があることを示しているが、現実には区の放置自転車対策に

依存しているのが実態であるから、区の要する費用の一部について鉄道事業者に負担を

求めることには社会的な合理性がある。 

③改正自転車法の施行に伴う運輸省鉄道局長の各鉄道事業者宛ての通知では、鉄道事業者

いが放置自転車問題の解決に自らも主体的に取組むべき旨が求められているが、その後の 

、約 10年間における鉄道事業者の主体的な取組みが充分であったとは判断できない。 

3．課税の仕組み 

① 課税の仕組みは、各鉄道事業者の区内の旅客輸送事業自体を課税客体とし、それを数量 

化したものとして区内各駅の乗車人員数の合計を課税標準とすることが適切である。 

②課税標準の算定にあたっては、区内駅から直接乗車した人員を対象とすべきであり、他 

社線からの乗り換え、自社線からの乗り継ぎ客数は乗車人員数から控除すべきである。 

③ 税率については、鉄道事業者の負担総額を算定し、それを課税標準となる乗車人員で除 

した金額とすることが適切である。 

④ 鉄道事業者に求める費用の総額は、放置者等の自転車利用者の負担総額を上回らないと

同時に、対策経費の総額から自転車利用者の負担総額を控除した区の実質負担額の少な

くとも2分の1以下とするという二つの条件を満たす必要がある。 

⑤鉄道事業者自らが自転車駐車場を設置した場合などには、一定の減免措置を設ける必要

がある。 

4．法定外目的税としての要件の充足 

国の同意要件との関係では、放置自転車等対策税の課税標準は、他の国税・地方税と重

複せず、かつ、鉄道事業者の負担額もその事業規横からして著しく過重とはならず、物の

流通にも重大な影響を与えず、その他の国の経済政策に照らしても不適当ではない。 



【各委員の主な意見】 

＜鉄道事業者＞ 

・放置自転車の減少など 税以外の政策手段の検討を放棄したものである。 

・鉄道事業者の主体的な取り組みが充分でないとするが、どの程度であれば充分であ

るのか基準を明らかにすべきである。 二」 

・鉄道利用者の最終目的地は別にあり、駅は通過点に過ぎず、そもそも自転車駐車場

の整備の責任は、地方自治体と道路管理者にあるのだから、鉄道事業者に課税する

合理的な理由がない。 

＜自転車活用推進団体＞ 

・課税標準について、放置官転車と乗車人員どの関係を説明するうえで誤解を招く可

能性もあるので、十分に理解が得られるように留意すべきであるロ 

・鉄道事業者に求める負担は、自転専利用者と同額とすることを基本原則とすべきで

ある。 

‘区側の対策費について」一こユスト削減の余地がないかの再検討をしてもらいたい。 

< 全国自転車問題自治体連絡協議会＞ 

’鉄道事業者の社会的責任を「責務に応じた費用負担」という形で具現化できると判

断されたことは大いに評価したいp 

・本税を課すべきとの結論は、全自連の活動を前進させるための有効な手段となる。 

＜区民代表＞ 

・報告書の結論を支持する。 

’鉄道事業者に対して、駅周辺の放置自転車対策に積極的に取り組むこと、行政・地

域住民との協議に応じること、駐車場への転用可能な用地を区に示すこと、など前

向きに対応することを要望する。 

・区に対して、地域住民・行政・鉄道事業者が協議する場を設定すること、対策にか

かるコストの見直しを図ること、対策の充実を図るうえで今後 3-,.-5年の具体的方

策等を区民などに提示することを要望する。 



「放置自転車等対策緊急推進五カ年計画」概要 

．計画の目的等 

この計画は、区が新たに導入を予定している法定外目的税『放置自転車等対策推進税』 

の創設を契機として、区内鉄道駅周辺におIナる放置自転車等対策を更に推進させるため、 

対策事業の一層の強化・充実を図る緊急推進計画として策定する。 

計画の実施期間は平成16年度を初年度とし、平成20年度までの五カ年間とする。 

2，計画の目標 

区内駅周辺の放置自転車台数を、平成加年度までにピーク時（平成11年度・13, 954台） 

の約3分のIとなる、 4, 6.0 0台程度まで弓は下げることを目標とする。 

3.計画の内容 

(1）撤去活動の強化と保管所機能の整備充実 

① 5カ年間で放置自転車を約24万台撤去 

平成11'-15年度；169, 41.1台 → 平成16~2O年度；243, 269台 (731 958台、44%増） 

② 500台収容規模の保管所3箇所を増設 

8箇所 4, 580台 → 平成19年度 11箇所 6.  080台（収容台数1. 500台、 認％増） 場所未定 

③撤去保管手数料値上の実施（放置者負担の適正.fj ）平成16年10月～ 

自転車． 3. 000円→5,  000円（町％増） 

④保管所における保管期間短縮の実施（返還率減による滞留問題解消）平成17年度～ 

現行如日間→30日間 

⑤大塚駅周辺の撤去活動開始（放置禁止区域設定・撤去実施）平成17年度～ 

(2）適正駐車の促進と自転車駐車場等の整備 

① 自転車駐車場 3箇所の整備（巣鴨駅・池袋駅・大塚駅） 

収容台数「＆ 496台→9, 296台（BOO台増） 

計画期間内開設；巣鴨駅南」駒台→450台、池袋駅南500台 平成22年4月開設；大塚駅1, 300台 

②歩道等を活用した登録制置場の整備 

収容台数；650台→1:650台（1, 000台増） 場所；大塚駅、池袋駅、巣鴨駅、千川駅要町駅等 

(.3）放置実態の把握強化とリサイクルの推進 

① 区内駅周辺『放置実態調査』の実施（詳細調査）平成17..20年度 

②放置自転車リサイクル事業の強化 

平成H～馬年度；6, 030台 → 平成妬～2O年度；8, 500台（2, 47O台、41％増） 

(4）対策協議会の設置と総合計画の策定 

① 自転車等駐車対策協議会の設置 平成16年度 

②「自転車等の駐車対策に関する総合計画」の策定 平成18年度 

-4 ー 



放置自転車等対策緊急推進五カ年計画」による放置自転車等対策事業費 I 

(1）歳出規模 
	

単位；干円 

区 分 5カ年平均 5力年計 平成16年度 平成17年度 平成18年度 J 平成19年度 平成20年度ー 

歳出計 1,152,028 5.760,140 1,048.503 692,659 い2a975 1,418,914 1,279,089 

撤去保管経費 229,205 1,146,025 165,030 187,186 241,752 275,691 276,366 

駐輪場運営経」 408,154 2,040,770 386,104 403,604 406,854 412,354 431,854 

実態調査経費
協議会運営費等 10,900 54,500 1.500 22,000 7.000 2,000 22,000 

投資的経費 339,900 1,699,500 332,000 116,000 、 	301,500 565,000 385,000 

人件費 163,869 819,345 163,869 163,869 163,869 163,869 163,869 

【参考；「放置自 車等対策 係公債償還経費」…上記歳出額には含まれていない】 

公債償還経費 220,715 '1.103,576 226,756 224,292 221.829 219,366 211,332 
元金 201,582 1,007,910 201,040 201,852 202,680 203,524 198,814 
利子 19,13 3 95,666 25,716 22,440 19,149 15,842 12,519 

」王’偵運腔賀には16年度以降の謝「税信り人れ分は含んでいない 

(2）財源構成 
	

単位；千円 

区 分 5カ年平均 5))年計 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 
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 3,664,328 747,459 543,993 685,406 892,810 794,660 



③ 同じく「放置自転車等対策緊急推進五カ年計画」事業費の財源構成に示すとおり、 

平成届-20年度までの豊島区負担分（起債と一般財源の計）は、 3,664,328千円 3, 664, 328千円 

鉄道事業者に求める負担規模 

1．負担規模に対する考え方J 	 ・ 

― 鉄道事業者に求める負担規模については、豊島区が実施する放置自転車等対策事業経費

のうち、自転車利用者及び放置者の負担となる自転車駐車場等使用料と撤去保管手数料及

び国等補助金を除いた実質的な区負担額の2分の（1の規模を基本とし、その額に自転車利

用者の鉄道利用割合を乗じて積算した。 

これは、まず第一義的に放置自転車等対策事業に要する費用は、自転車の放置者や駐輪

場等を利用する者に負担を求めなければならないが、対策経費の全額を求めることは事実 

L困難であることから少なくとも鉄道事業者に求める負担規模は、①これら自転車を利用

する者の負担を下回る規模でなくてはならないこと、また、②放置自転車等対策経費にお

ける区の実質的負担額（一般財源・起債）の1/2以下であること、という二つの条件をクリ

アーするとともに、納税者に過重な負担となら参いよう配慮したことによるものである。 

2．負担規模の積算 

① 5頁「放置自転車等対策緊急推進五カ年計画」事業費の（I）歳出規模における、平成 

16~2Q年度までの豊島区の放置自転車等対策経費総額は、 	 5,760,140千円 

② 5頁 I 放置自転車等対策緊急推進五カ年計画」事業費の（2）財源構成における、平成 

16-20年度までの自転車利用者負担分（手数料・使用料）は、 	I,693,812千円 

5, 760, 140千円 

jI, 693,812千円 

④ Il頁「自転車放置者及び駐輪場利用者の鉄道利用調査結果」における鉄道利用者割 

合の信頼係数妬％区間の下限値は、 	 0. 6874 

⑤ 上記⑧の実質区負担分の 9分の1を基本額とし、その基本額に④の鉄道利用者割合下

限値を乗じて、鉄道事業者に求める負担規模（5カ年間計）を算出 

③豊島区負担分 ！ 基本額 	 ④鉄道利用者割合下限値 

3, 664, 328千円×1/2= 1, 832, 164千円 × 	0.6874 = 

鉄道事業者に 
求める負担規模 

1, 259, 429千円 

この鉄道事業者に求める負担規模（五カ年間）1,. 259・429千円は 

区の放置自転車等対策経費総額 5,:,760, 140千円の約2割（21. 86%) 

自転車利用者負担分 1, 693, 812千円の約3庭（科．弱％) 

区の実質負担額 3,弱4, 328千円の約1/3 (34. 379 ） 	となる。 



千円 

140U,OOOr 

1,200,000 

り：】g落煤灘 
x・x小：'：・：心； 
408,154 

1,000,000 

刀a987 

400,000 
役資的経費 

区負担分の -Iノ 

このグラフは「放量自転車等対策緊
構成、鉄通事集考再担規捜声五機 

自転車等対策経費及びその財源
である．・ ‘ 

800,000 

600,000 二 

鉄道事業者負担 

200,000 

曲蹟組。‘ 
163,869 

歳出経費 財源構成 鉄道事業者 平均税収見 
1,152,028千円 	1,152,028千円 	負担規模 	込（減免後） 

税率計算上の端数切捨てによる減と減免額控除により、実際0) 
税収見込（5カ年間平均額）は負担規模の85％となる。 

（駐輪場等運営経費＋撤去保管経費）/2 
318,680 

駐輪場使用料等＋撤去保管手数料 

338,763 

駐輪場運営経費と撤去保管経費の1/ 
引8, 680千円 

自転車利用者負担分 
338,763千円 

区負担分 

732.865干円 

五カ年平均単年度（見込）における 
放置自転車等対策経費と鉄道事業者に求める負担規模 

注）1 駐輪場等運営経費l区立自転車駐車場及び置場、登録制置場の維持管理経費

注）2 撤去保管経費「放置自転車の撤去・保管・処分関係経費、リサイクル経費

注）3 投資的経費i区立自転車駐車場及び置場、登録制置場、保管所の設置整備経費

注）4 人件貴；区職員の人件費 



放置自転車等対策推進税の税率 

税率については、豊島区が今後五カ年間（平成i6--2O年度）に実施する放置自転車等対策

経費の一部を「鉄道事業者に求める負担規模」とし、それを課税標準となる「乗車人員」の

の五か年度分（平成i6--2O年度）の総数で除して求めた数値を税率とした。 

〇税 率 ； 乗車人員千人につき 740円 （乗車人員1人当り 0. 74円） 

税率積算根拠； 税率＝今後五カ年間の鉄道事業者 ＋ 今後五カ年間の課税標準 
に求める負担規模 	‘ （区内鉄道駅の前年度乗車入員数） 

【税率の積算根拠】 

① 6頁の「鉄道事業者に求める負担規模」の規模の積算⑤に不すとおり、平成16～知年 

年度までの鉄道事業者に求める負担規模の総額は、放置自転車等対策経費総額の約2 

割程度、 	 1,259 429千円 1, 259 429千円 

② 次頁の課税標準の説明における乗車人員数見込に示すとお 区内鉄道駅の平成16~ 

20年度までの課税対象となる乗車人員見込数は、 
	1, 689, 558, 002A 

③ 鉄道事業者に求める負担規模総額を課税対象乗車人員で除すると、 

1, 259, 429千円 ＋ 1, 689, 558, 002人＝ 0. 745419 円 

④ 土記④で求めた数値の小数点第三位以トを切り捨て、税率とした。 



放 置自転車等対策推進税の課税標準 

本税は、放置自転車等対策経費について、その負担の一部を鉄道事業者に対して求める

ものであることから、鉄道事業者の事業活動規模である区内鉄道駅における前年度の旅客

運送に対し、課税標準を当該年度の乗車人員として、鉄道事業者に課するものである。 

課税標準；豊島区の区域内に所在する鉄道駅における前年度の乗車人員 

ここでいう「乗車人員」とは、区内の鉄道駅から乗車した者のうちターミナル駅におけ

しナる自社線から乗り継ぎする者及び他社線から連絡乗車券により乗り換えをする者を除外

したものである。これは、ターミナル駅における鉄道事業者間の重複人員を可能な範囲で

除外し、区内駅での純粋な「発乗り人員」を旅客輸送規模としたことによるものである。 

【区内鉄道駅における乗車人員数見込】 
→推計 

平成16-20年度合計I1,689,558,002人 
(5カ年度の平均；337,911,600人） 

駅 	名 事業者区分 

平成9年度
乗車人員 

‘人） 

平成］0年度
乗車人員 

〔人） 

平成H年度
乗車人最 

（人） 

平成比年度
乗車人員 

（人） 

平成H年度
来車人員 

（入） 

i平成14年度
乗車人員 

（人） 

平成15年度
乗車人員 

（人） 

’平成比年度
乗車人員 

（入） 

平成17年度
乗車人員 

（人j 

平成18年度
乗車人員 

（人, 

平成19年度
乗宣入員 

〔入） 

平成加年度
乗車人員 

（人） 

合 計 431,081,185 422,225,689 419,636,095 397.338,065 391.825,671 378.879.329 369,371,560 358,8119.732 348,486,783 337,956.835 327,500,385 316,704,287 

池 袋 駅 
 

300,387,508 292,794,385 292,470.180 275,032,984 270.389,412 263,482,118 254,574.944 246,667,710 238,760,476 230,853,242 222,948,007 215,122,163 

3R東日本 

山手線 

赤羽線 

143,677,330 

106,870,4Th 

26,806,854 

840,627,923 

113,960,187 

26,642.736 

'4a83a207 

114,029,353 

26,806,654 

123.95 1,287 

100,195,585 

23,755,702 

121,845,8(8 

98,775.024 

23,070,794 

775,680,877 

03,776,973 

2 1,503.404 

00a514,936 

88.778.922 

20.736,914 

003.349,495 

83,780,8フ1 

19,568,624 

97,084,054 

78.782,820 

1 8,400.233 

91,018,613 

73,784,770 

17,233,843 

84,853,172 

68.犯a7柏 

16,066.453 

76.617,132 

63,718,869 

14,899,083 
西武鉄道 l54,376,831 51,646,765 51,486,855 50,782,213 49.237,225 40,242,849 47,148,472 46.054,096 44.959,709 43,865,343 42,770,967 41376,590 
東武鉄道 I50,228,322 50,872,379 51,070,527 50,921,877 50,842.980 50,770,861 50,698,742 50,826,623 50.554.505 50,482,356 50,410,267 50,838,149 
営団地下鉄 

丸の内線 

有楽町線 、 25 

I 51・1 05,025 

25,171.987 

,933058 

49,647,318 

24,122,372 

24,824.945 

49,076,591 

24,600,935 

24'68,656 

49,377,607 

24.820,429 

24,548,178 

48,363,390 

24,547,413 

23,815.977 

4z788，ロ92 

24.423.208 

23,364,884 

47,212.794 

24,295,003 

22,613,790 

48.837,496 

24,174,798 

22,462,698 

46,062,198 

24,050,593 

22.011,805 

45,486,900 

23,926,388 

21,560,512 

44,982,601 

23.802,182 

21,109,419 

44,419,692 

23,877,977 

20.741.715 

巣鴨駅 41,635,745 41,680,434 40,417,413 37,51 1,805 36,908,649 35,566,668 34,225,087 32,683.306 31,541 .525 30,189,744 2＆日51,963 一  

巨B●日本 
~都営地ド鉄 

28,752,619 28,624,903 28.008.629 25,310,996 24,999.000 23,92a885 22.846.710 2 1.770.656 20,694,541 18,618,427 18.542,312 17,466,197 

12.883.626 12,856,531 12.408,787 12, 146.8 19 11,909,850 11,64:8.0183 10.318,317 11,112,650 1a846,984 1a58L307 10,315.65 1 10,049.484 

駒 込 駅 
 

18,396,725 18.419,275 18,273,641 1日，098,158 18.036,6 16 17,93 2,483 17,620,13-49 17,724.2 06 17,620,082 17,515,949 11,411,885 17,307,681 

「JR東日本 15,481.056 05.337,1 09 05,184,842 14,884,053 14,735,850 14,941,503 14,347. 155 14,152,808 13,658,460 13,764,113 83,589,766 13,075.418 
営団地下鉄 2.9 15,669 3,082. 156 3,088.999 3,214,101 3,300,765 3,390,980 3,481,194 a571408 ョ，B81,622 3,381.836 3.842,049 3那2,263 

大塚駅 JR東日太 20.449,04 1 20,432,044 20,580,508 20,058,904 20,147,000 1亀942,800 1亀945100 I 9.747,400 l2.649,700 叫85z000 19,454,300 19.320,097 

目白駅 JR東日本 15.820,757 75,554,584 15.240.146 14A19,364 14,384,000 13』59,800 13,018,160 12,602,300 12.273400 11,8引'5ロ0 11,410,100 10,857,004 

椎名町 西武鉄道 3,904,871 3,7511,226 3,669,479 a667.173 3,63aロ(30 2,480,200 3,431,808 3,373,400 a3 15.003 3,256,600 3,198,200 aIi a520 

東長崎 西武鉄道 6,485.571 5.944,084 5.66LB46 54ロ5,583 0,141,000 4,440,600 4.1 07,800. 3,795,000 3,472.200 3.149,400 2,826,600 2,385,504 

北池袋 東武鉄道 1,685,321 .601,667 L53a935 1,454.955 1,513,000 1,378.800 1 .332,1回 1,265,500 1,240.500 1,194,400 1,148,300 1,065,427 

下板橋 東武鉄道 3,043,723 2,986.45 8 2.877,308 2,842,689 2,81 8,000 2,877,600 2,619,700 2,561.800 2.503,900 2,446,000 2,386,10ロ 2,309,121 

東池袋駅 営団地下鉄 4.412.298 4515.857 4,444,251) 4.418,369 4496,000 4,488,800 4,492.900 4,500,005 4.507,100 4,514,200 "4,521300 4,53q939 

要町駅 営団地下鉄 、 5,54 7, 1 711 5.526.057 5,385,494 5374.247 5,384,000 0,252,600 5,204,900 5,157,200 5,1叩.500 5.061,800 5,014,100 4,948,990 

千川駅 営団地下鉄 5A07,981 5.366,177 5.31 8,868 5,2518,299 5, 189.000 5,054,000 A987,300 4.920.690 4,853,900 4,787,200 4,720,500 柳 

っ
」 

9 

2 

。
v 
 

西巣鴨駅 都営地下鉄 3.864.447 3,862,458 3,745,047 3.758.525 a8ロ2,000 3,715.800 3,892,90ロ 3,670,200 3,647,500 3,624,800 3.602.100 3,571,ロ10 

注I）平成12年度までの数値は国土交通省監修、（財）運輸政策研究機構「都市交通年報」の『発人員数』数値による

注2) 営団地下鉄の「新大塚駅」と都営地下鉄の「落合南長崎駅」は所在地が他区となるため除外 
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4 50 000 .000L 

、碑 

雄  

平曲0年塵 平慮11年度’ 平成昭年産 平成1昨度 平廟碑度 平成15年農 平成1‘年度 早成17年度． 平聞‘年度 平成的年度 平成2●年度 

JR宣日太 カ41即加3 要a51卿 加西ql加 1舶.6鈍加a 196,091,661 187馴7.364 179.572,061 171加2.陶 163.762,155 158.754.653 叩郎叩和 138.107馴8 
醜益道」プ "J柳”3 ‘協蹴075 加舶、1加 59, 乳舶’ 58,117225 56.112.叫 馴，も98.072 .:53ュ22.496 引.746訓’ Wll誤3 将四5;1釘 刃ま剖.614 

重置盤道 弱.951266 弱Ma皿 55.47幻加 55,249,521 覧ill,助 糾.821ュ61 馴.651皿 ー5 475023 54,298,905 弘12z786 乳糾6.661 '53;;抑w 

賞団ぬ下佳 69.44Wり ’肌139酬5 
、ーーー 

67.315202 61.943.923 66.733,1弱 65.971,472 卿n‘昭8 64,786,704 加.194説0 63,601,9お 臓助‘550 膳461,413 

趣曽鐘下盤 16.747.573 16.118.989 俺1臓関4 15.905,344 15.711,650 15.359,583 15.071,211 凡782.850 14,494,484 '142.06,117 .13,91 7,151 招加0的5 

計 431畑1,185 422225.686 419,636,095 391,338,065 391 .825,677 319,879,329 369,37.1,580 難，的9132 348,496,783 ~ 337.958.835 切5加p.385 316,104261 

注1).平成12年崖までの数値は国土交通省監修、（財）運輸政策研究機構「都市交通年報」の‘晃人員数」致量による

注2) 営団地下鉄の「新大塚駒と都営地下鉄の「落合南長崎勃は所在地が他区となるため除外 

区内鉄道駅における乗車人員数見込（鉄道事業者別） 

単位「人 



バス 
〔浅 

rー一 
都営地下鉄 

10% 

、東武鉄道 
I 	1% 

西武鉄道 
1% 

、 	 自転車放置者及び駐輪場利用者の鉄道利用調査結果 

平成14年度 撤去自転車返還時におけ 鉄道利用調査結果（14年4月～15年3月） 

区 分 総計 ]R 西武鉄道 東武鉄道 営団地下鉄 都営地下鉄 バス 
不明 

（無回答） 

調査数 24,838 10,170 1,517 535 3,819 930 132 1,735 
り 

構成比 100.00% 40.95% 6i1% 2i5% 15.38% 3.74% 0.53% 31.14% 

2．平成14年度；区立自転車駐車場定期利用登録時における鉄道利用調査結果 

区 分 総計 JR 西武鉄道 東武鉄道： 営団地下鉄 都営地下鉄 け
、  ノ 

ス 

不明 	二 
（無回答）" 

調査数 4,282 1,542 26 30 
' 

1,171 421 6 1,086 

構成比 100.00% 鈴 m %  0.81% al脇 21.3協 9.83% 0.14% 25.36% 

自転車放置者・自転車利用者の鉄道利用調査結果（上記1と2の計） 

鉄道利用者割合＝[(CXA)+(DxB) j+(C+D)= 

J 	与 

喋輔鷺胃留

喋難雛数（台） 

B農欝鷺C) 

畦騒年度駐輪場定期利用 

コ 0.1192 

信頼係数95％区間の下限値による鉄道利用者割合 p一l.96fp(11 p)/n 

鉄道利用者割合＝[(cxA)+(D×B)]そ(C+D)= 0.6814 

A 撤去返還時調査 
~鉄道利用者割合 

一平成14年度撤去保管台数
し（台） 

磯請鷺繋 6653% B豊瀦纏銘 

c署14年度撤去保管台数 41207 D孟騒年度駐輪場定期利用― 

66.53% 

41,207 

-11ー 



区 	分 区内鉄道駅における乗車人員（人） 前年度増減率 

平成 9年度 431,081, 185 

平成10年度 422, 225, 686 L2. 05% 

平成11年度 419, 636, 095 A0. 61% 

平成12年度 397, 338, 065 △5; 31% 

注、ターミナル駅にお る自社線の乗り継ぎ、他社線かちの連絡乗車券による乗り換えを除く 

1 

放置自転車等対策推進税の税収見込額 

【区内鉄道駅における乗車人員】 

【放置自転車等対策推進税の課税標準（前年度乗車人員）及び税収見込額】 

課税年度 

区内鉄道駅にお 

ける前年度乗車 

人員見込 （人） 

税 

率 

減免積算 
見込額 
（千円） 

収入見込額 
（千円） 

備 

考 

平成 
17年度 

358. 899, 732 千人にっき 
740円 40,416 

J 

《
」J  2 

り
ム ー 6 

8 

 

課税標準（平成比年度乗車人員）内訳 
JR東日本； (5駅）171, 632,弱9人 
西武鉄道 	；(3、駅） 	砥 222, 496人 
東武鉄道 	；(3駅） 	駁，475, 023人 
営団地下鉄； (5駅） 	64, 786,704人 
都営地下鉄； (2駅） 	14,782・850人 

平成 
18年度 

348, 496, 783 千人にっき 
740円 

40, 416 217, 576 

課税標準（平成17度乗車人員〕内訳 
JR東日本；(5駅）163, 762, 15iA 
西武鉄道 	；(3駅） 	51, 746, 919人 
東武鉄道 	；(3駅） 	54, 298, 905人 
営団地下鉄； (5駅） 	64, 194, 320人 
都営地下鉄； (2駅） 	14, 494, 484人 

平成 
19年度 

337, 956, 835 千人にっき 
740円 

40, 416 210, 869 

課税標準｛平成18年度乗車人員）内訳 
JR東日本； (5駅）155, 754, 653人 
西武鉄道 	；(3駅） 	50, 271, 343人 
東武鉄道 	I(3駅） 	54, 122, 786人 
営団地下鉄； (5駅） 	63, 601, 936入 
都営地下鉄； (2駅） 	14, 206, 117人 

平成 
20年度 

327,500, 385 千人にっき 
740円 40, 416 204,224 

灘勝讐驚●黒驚0人 
西武鉄道 	；(3駅） 	48, 795, 767人 

器群鉄 昌器 II・1雛搬 
都営地下鉄； (2駅） 	13, 917, 751人 

平成 
21年度 

316, 704. 207 

/ 

千人にっき 
740円 10, 416 197, 429 

課税標準（平成20年度乗車人員）内訳 
JR東日本； (5駅）l弱，707,548人 
西武鉄道 	；(3駅） 	47, 181. 614人 
東武鉄道 	；(3駅） 	弱‘ 732, 697人 
営団地下鉄I(5駅） 	62, 461, 413人 
都営地下鉄： (2駅） 	13, 620, 991人 

合 計 1, 689, 558,002 一 
 202, 080 1, 055, 266 

5 力年 
平均 

337, 911. 600 40, 416 211,  053 

注1）税額は鉄道事業者ごとに集計した駅別の乗車人員数の計に税率を乗じて端数処理したものを合計した数値である。 

注2）減免積算額が課税額を」同る鉄道事栄者ケーズの場合、減免額は課税額と同額となるため、課税額から減免積算額を

引いた額が収入額とはならない。 
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「放置自転車等対策推進税」の減免 

1．減免の考え方 

豊島区が実施している放置自転車等対策に対する寄与の割合に応じて減免を行

うことを基本に、改正自転車法第五条第二項の規定及び国の各鉄道事業者宛通達

を考慮し、次の項目を減免対象とした。 

(1）区内鉄道駅において自転車駐車場を自ら設置・運営している場合 

収容台数1台当りの年間維持経費相当額 40, 000円を基準額として減免。 

［減免基準額；収容台数1台当り年間維持費如，加0円の根拠］ 

①区の平成翼年度施設維持経費3弱，開9千円／収容台数n,う認台＝31, 640円 

②区内商業・住宅地域 	 固定資産税と 
平均公示地価695, 314円ノ盛×都市計画税の税率1.7%XO. 7=8, 274円 

o の=39,914円→40, 000円 O の 

(2）自転車駐車場、保管所等の用地を無償で区に提供している場合 

収容台数1台当り用地の固定資産税等相当額 12, 000円を基準額として減免‘ 

［減免基準額；12,加0円の根拠］・‘・注）この場合の収容台数は1ポを-1台とする。 

区内商業・住宅地域 	 固定資産税と 
平均公示地価 695, 314円ノm×都市計画税の税率1.7% =11,820円→12, 000円 

(3）区の放置自転車等対策に対して特別に寄与していると区長が認める場合 

恒常的な人的協力を行っている場合に、その人件費相当額を区の経費等を考

慮して減額するなど、放置自転車等対策への寄与の割合を勘案して減免する。 

2．想定される減免額の積算 

【西武鉄道減免額算出】 

〇椎名町駅及び東長崎駅の自転車駐車場（レンタ羽効含む）に関する減額 

A 西武鉄道直営駐輪場収容台数；610台 
B 西武鉄道レンタサイクル台数 】350台 
C 減額基礎台数（A+B)= 960台 
D 減免基準額；40, 000円 

減免額…b(960台）XD (40, 000円）=38, 400千円 

[JR東日本減免額算山】 

〇大塚駅北口置場用地無償貸付にともなう減額 

A’ 減免基準額；12, 000円 
B’ 収容可能台数（借地面積168. 45iri/1. OrrO =168台 

減免額・・・B' (168台）XA' (12, 000円）=2, 016千円 
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「放置自転車等対策推進税」の鉄道事業者別課税見込額と減免額 

平成I 7-2 1年度の鉄道事業者別課税見込額・減免積算額 

単位 I 千円、人 

区 分 
課税額 

（減免前） 

減免 

積算額 

税収見込 

（減免後） 

備考 
前年度乗車入員（入〕 

計 1,250,260 202,080 1,055,266 1,689,558,002 

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 

265,584 

257,884 

250,085 

242,348 

234,359 

40,416 

40,416 

40,416 

40,416 

40,416 

8

《り 

9 

'
,9  

(0 

7
(
b 

2 

9

】 
 

2 

1 

1 

0 

9 

 

1 

5 

8 

2 

4 

 

5 

7 
0
4 

7  

2 

2 

2 

2 1  

358,899,732 

348,496,783 

331,956,835 

327,500,385 

316,704,287 

JR東日本一 576,226 10,080 566,146 、二 778,687,666 

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 

127,008 

121,183 

115,258 

109,394 

103,383 

2,016 

2,016 

2,016 

2,018 

2,016 

124,992 

119,167 

113,242 

107,378 

101,367 

171,632,659 

163,762,155 

155,754,653 

147,830,650 

139,707,548 

西武鉄道 185,898 192,000 984 251,218.139 

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 

39,384 

38,292 

37,200 

36,108 

34,914 

38,400 

38,400 

38,400 

38,400 

38,400 

984 

0 

0 

0 

0 

53,222,496 

51,746,919 

50,271,343 

48,795,767 

47,181,614 

東武鉄道 200,224 0 200,224 270,576,078 

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 

40,311 

40,181 

40,050 

39,920 

39,762 

0 

0 

0 

0 

0 

 
、  

40,311 

40,181 

40,050 

39,920 

39,762 

54,475,023 

54,298,905 

54,122,786 

53,946,667 

53,732,697 

営団地下鉄 235,358 0 235,358 318,053,923 

平成11年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 

47,942 

47,503 

47,065 

46,627 

46,221 

0 

0 

0 

0 

0 

 

47.942 

47,503 

47,065 

46,627 

46,221 

64,786,704 

64,194,320 

63,601,938 

63,009,550 

62,461,413 

都営交通 52,554 0 52,554 71,022,197 

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 

10939 

10725 

10512 

I 	10299 

! 	10Q7g 

C 

C 

C 

C 

C 

 

I 

I 	・ 

I 

~ 

I 

10,939 

10,725 

10,512 

10,299 

10,079 

、 

I 

I 

14,782,850 

14,494,484 

14,206117 

13,917,751 

13,620,995 

注）備考欄の乗車人員数は駅毎の事業者別に集計した推計数値であり、合計数値と一致しない場合がある。 

西武鉄道の平成18'-2Q年度分は減免積算額が課税額が上回るため税収見込額は 0 となる。 
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「放置自転車等対策推進税」徴税費用見込額積算表 

ア 人件費 	 387 千円（①×（③ノ②））・・・0. 04867人相当 

① 平成15年度当初予算
税務職員1人当り職員給 

② 平成15年度 
実質要勤務日数（時間） 

③ 徴税事務実質従事 
延べ日数見込み（時間） 

／ー申告書等発送準備 

内訳 申告書審査事務 

調定・収納等事務・・・ 

調査事務等 

、その他 

内訳 

7, 948 千円 

226 日（L808時間） 

11 日（88時間） 

2 日（比時間） 

2 日（16時間） 

1 日（ 8時間） 

5 日（如時間） 

］日（ 8時間） 

イ 事務費 

内訳内訳 

① 帳票・通知書等串力印刷 
申告書複写等経費 

H3 千円（①＋②＋③） 

1,  

'-Pc出力分 

複写機使用分 

納付書等既存帳票・・・ 

'A4版複写機用紙・・・‘・ 、一 』工ー工 lU人」ラくーフ」1灰ノ1ユ月“ 

815 円 

640 円（@3. 2x200枚） 

832 円（@2. 772X 300枚） 

70 円（@7 X10枚） 

2T3 円（@0. 546x 500枚） 

② 備品購入経費 
（フアイリンク’キャビネット 1台） 38, 400 円 (@48, 000xQ. 8) 

③ その他連絡通信費等 72, 400 円 

内訳 
一郵券等役務費‘‘ ー… 2,  400 円（@160X5件、@80 x加件） 

ファイルバインダー・・・・ 4, 000 円（@8加x5冊） 

その他封筒等消耗品・・・‘ 6, 000 円 

、調査旅費、その他所雑費 60, 000 円 

計 ア＋イ I5加千円 
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